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要旨 

冷戦の終結、 WT0 の成立、 欧州の統合、 アジア諸国の 急速な経済成長等を 背景に、 世界経済の枠組みは 近年劇的 

に 変化してきた。 我が国においても、 経済のバローバル 化と大競争の 時代を迎えて、 「バローバルスタンダード」を 

巡る議論が盛んであ り、 こうした環境下にあ って、 工業標準を巡る 国際環境も大きく 変容してきている。 しかしなが 

ら 、 従来の我が国の 国際標準化活動への 取組がこうした 急激な変化に 十分に対応できていたかと 考えると、 分野によ 

って差はあ るものの答えは 総じて悲観的なものとならざるを 得ない。 「手遅れ」となる 前に、 抜本的改革を 図るべき 

であ ろう。 

日本工業標準調査会は、 9 7 年 1 1 月、 新しい国際標準化政策のあ り方を提言した。 この提言を受けて 通商産業省 

は 、 この 2 年間様々な政策を 実施している。 しかしながら、 現状の欧州と 比して大幅に 遅れた国際標準を 早急に強化 

し、 キャッチアップするためには、 明確な目標及び 明確な計画が 必要であ る考え、 我々は、 有識者で集まり、 2 0 0 

5 年までに、 I SO/I EC における我が 国の幹事国引受数の 倍増 (4 2 づ約 8 0) 、 国際企画提案数の 倍増 (3 0 

づ約 6 0) とする「国際標準倍増計画」を 検討している。 このような考えは、 産業界においても 認められっ っ あ り、 

9 9 年 3 月から検討を 行っている「産業競争力会議」においても 議論が行われることが 期待される。 

].  国捺 標準化を巡る 動き 協定 ( 貿易の技術的障害に 関する協定 ) では、 対象国は 

工業標準に係る 国際標準という 概念は 、 古し ) ものでは 全 WT0 加盟国に広がり、 加盟国は国家規格を 新たに 策 O な く I S ( 国際標準化機構 ) は 1 9 47 年に、 I E  走 する場合においても、 I SO 、 IEC 等の国際規格を 

C ( 国際電気標準会議 ) は 1 9 0 6 年に創設されている。 基礎として用いることとなった。 これは同時に 既存の規 

しかしながら、 国際的な大競争時代の 中、 国際標準は、 格に対しても、 国際規格と国内規格の 整合性を原則とし 

今まで製品の 国境を越えた 利用環境の確立から、 製品の て求めるものとなってきている。 

国際的な競争力を 確保するための 手段へとその 位置づけ 国際規格がどのような 規格となるのが、 すなわち国際 

を 変えっ っ あ る。 特に国際標準の 役割と重要性は、 近年 標準化活動の 帰趨が 、 我が国の国民生活や 産業活動に直 

の国際経済を 巡る環境の変化を 受けて以下のように 大き ちに影響することになってきており、 ハイテク製品の 貿 

く 変化してきている。 易の ウェイトが高い 我が国に対する 木 協定の影響は 今後 

(l) WTO/TB 丁 協定 ( 貿易の技術的障害に 関する 協 ますます大きくなると 思われる。 

定 ) による規格の 世界的統一 (2) 国際標準の製品開発における 重要性拡大 

7 1 9 3 年に開始された GATT ( 関税と貿易に 関す 音響映像機器、 情報機器、 通信機器等情報の 互換性 確 

る 一般協定 ) 東京ラウンド 以降、 各国の規格制度や 認証 保 が重要な分野においては、 国際的なレベルで 市場が他 

制度などの「非関税障壁」が 貿易障害として 注目される 製品ロとの両立性 ( ネットワークの 外部性 ) をもった製品 口 

ようになり、 8 0 年の「ガット・スタンダードコード」 を指向しており、 また、 国際市場で販売できる 製品を製 

においては、 強制法規分野の 規格・基準認証制度に 関す 造し 規模の経済性を 確保する上でも「国際標準」を 目指 

る 規律が初めて 合意された。 さらに、 ウルグアイ・ラウ した製品開発を 7j うことが企業活動にとって 極めて重要 

ンド交渉を経て、 g b 年 l 月に発効した WTO/TBT  となってきている。 加えて、 こうした国際標準となった 
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技術については、 その市場拡大に 伴ったロイヤリティ 収 き、 二重検査に伴う 手続等の簡素化及び 費用の低減を 通 

入等が期待されるだけではなく、 関連製品やサービス 提 じて市場アクセスの 大幅な改善に 資する。 したがって 、 

快事業への拡大等を 通じて市場が 相乗的に拡大し、 後続 適合性評価に 関する相互承認とあ いまって、 各国の規 

製品の開発においても 優位となる ( 山田、 1998) 。 また、 格・基準を国際規格と 整合化することによって、 真の意 

一般的に市場シェアの 2 位までしか十分な 収益をあ げる 昧 での " ㎝ e stop testl ㎎， accepted woNdwide" が達成 

ことがでいないと 言われており (Abeglen, 1977L 、 今後 経 可能となる。 

済 め ボーダレス化の 進展により「標準を 制する者がマ 一 (5) 管理システム 規格の影響 

ケットを制する 時代」となっている。 従来の国際規格は 主として個別の 製品の構造、 性能等 

(3) デ ジュール標準 ( 公的規格 ) の重要性の増大 を 規定するものであ ったが、 近年、 品質管理システム (1 

従来、 企業はデフアクト 標準を主導することによって S09 0 0 0) 、 環境管理システム (I S0 1 4 0 0 0) 

市場シェアの 拡大を図ってきたが、 近年、 I SO 等で策 に係る規格など、 業種横断的に 適 m される管理システム 

定 される デ ジュール標準についても 重要性が増大してい 規格が制定され、 国際規格の覚縁部が 拡大している。 こ 

る 。 上記 (1) の TBT 協定等を背景とした、 安全・環境等 ぅ した管理システム 規格については、 当該規格への 適合 

の強制法規における 国際規格活用の 動きも、 デジュール 性の有無が取引先選定の 基準に採用されるなどの 動きも 

標準の重要性を 増大させている。 また、 高度道路交通 シ みられ、 企業活動に対する 影響は増大する 状況にあ る。 

ステム (ITS) に見られるよ う に、 広範な分野を 対象 こうした管理システム 規格は、 今後更に広がることも 

とし、 かつ、 多様な利害関係者を 含む場合には、 開発初 予想され、 個人情報保護や 危機管理に係る 管理システム 

期段階から デ ジュール標準策定手続に 基づいてその 標準 規格の検討が 進められている。 

化を進めることが 必要となっている。 国際標準化機関に 

おける デ ジュール標準策定は 、 デフアクト標準と 比べ 標 2.  欧米諸国における 国 捺 標準化活動に 対する取組 

準 策定に長期間かかるものの、 策定プロセスが 透明かつ (1 慨州 : 市場獲得の手段としての「標準」の 戦略化 

公平であ り、 広範なメンバ 一のコンセンサスが 得られる 欧州は域内規格の 国際規格化を 欧州産業の国際競争力 

というメリットがあ る。 こうしたメリットから 標準化が の強化の方策として 意識し、 国際規格化に 取り組んでい 

国際標準化機関を 活用して進められるケースが 増大して る 。 こうした姿勢は、 欧州委員会が 他国に対して 国際規 

おり、 企業としてもデファクト 標準に加え デ ジュール 標 格の強制規格への 適用、 相互承認主義の 受入れを積極的 

準 化に取り組むことが 不可欠となっている。 さらに、 情 に働きかけていることにも 表れている。 また、 1 S0 Ⅰ 

報通信分野において、 米国サン・マイクロシステム 社に IEC における国際規格の 策定は最終的に 一国一票の投 

よる JAVA  ( プロバラム言語 ) の国際規格提案のよう 票 によって決するため、 欧州は票数で 優位に立ち得る 構 

に、 基盤となるシステムを 世界に普及する 観点から国際 造になっている。 「国際標準」を 市場獲得の手段として 戦 

規格化しようとする 動きもみられる。 以上のような 状況 略 化する欧州の 取組は、 欧州移動体通信規格 (GSM) 

変化の中で、 国際標準化機関における デ ジュール標準 策 等で大きな成果を 上げ、 我が国も少なからぬ 影響を受け 

定の動向を絶えず フ オロー し 、 適切に対応していくこと ている ( 藤田、 河原、 1998)0 

が、 企業にとり無視できない 課題となっている ( 日本 視 ①欧州標準の 迅速な国際標準 ィヒ 

格 協会、 1998) 。 欧州標準化機関 (CEN( 欧州標準化委員会 L/CEN 

(4) 相互承認の動き ELEC( 欧州電気標準化委員会 )) は、 ISO/IEC 

政府の強制法規に 関して、 自国の規格・ 基準に照らし とそれぞれウィーン 協定 (9 1 年 ) 、 ドレスデン協定 (9 

て 相手国の適合性評価機関において 行われた基準適合性 6 年 ) を締結し、 国際標準化機関における 欧州規格の迅 

評価等を、 自国において 実施したものであ ると同等であ 速 な国際規格化のために、 欧州規格と国際規格の 策定 ア 

るとして相互に 認め合 う 相互承認 (MutualReco 細 ition)  ロセスの相互乗入れを 行っている。 これら協定において 

の 動きが、 欧州を中心として 世界に広がり つ っあ る。 相 は、 国際標準化機関のプロセスを 欧州標準化機関のプロ 

互承認の推進は、 両国の当該規格・ 基準が同等であ る場 セスに移管することが 可能であ り、 その場合には、 北欧 

合 には、 国内用，輸出用とも 一度の検査手続きで 対応で 州の 1 SO/IEC メンバーは CEN/CENELEC 
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において国際規格原案が 作成された後に 提示されて初め おいて国際機関で 活動するための 人材教育プロバラムを 

て意見提出する 機会が与えられることとなっている 等、 実施している ( ㎞ erlc ㎝ Natlonal St ㎝ dard Institute, 

国際規格原案策定に 対して実質的な 関与が困難となる 問 1996) 。 また、 同時にアジア 太平洋地域での 多国間組織 

題 が生じている ( 日本貿易振興会、 1998) 。 (PASC:  Pac 士   ic  Area  Stmdards  Co ㎎ ress)  を設置す 

②欧州の幹事国引受分野 るなど欧州主導の 体制への牽制を 行っている。 

国際規格策定が 歴史的に欧州主導であ ったこと、 欧州 

産業の国際競争力の 強化策として 欧州諸国が国際規格策 3.  我が国の国際標準化活動の 問題点 

定に積極的に 取り組んでいること 等を反映して、 欧州は (1) 規格原案提案の 少なさ 

国際規格策定で 主導的な役割を 果たす幹事国業務を 積極 I SO/IEC 等へ日本から 国際規格原案を 提案する 

的に引き受けている。 欧州Ⅱの引受割合は I SO において ことは少ない。 9 8 年においてもその 提案数は 3 0 件 と 

は 全体の 6 6% 、 IEC においては全体の 5 4% と高く 、 I SO/IEC 全体の提案数の 約 3% となっている。 ま 

加えて、 情報通信など 重要分野で幹事国業務引受を 行っ た、 I SO/IEC の会議が欧州や 北米で開催されるこ 

ている。 また、 幹事国業務は 大部分個々の 企業の資源に とが多く 、 我が国からの 参加者にとっては 時間   費用等 

依存しており、 企業が企業戦略の 一環として引き 受けて の面で負担が 大きいこと等が 指摘できる。 

いる例も多い。 国内業界団体が 基本単位として 対応する (m)ISo/IEC の幹事国引受数の 少なさ 

我が国の業界協調型とは 異なる特徴を 示している。 I SO/IEC の規格策定の 委員会においては、 その 

③研究開発と 並行した標準化 全てに幹事国が 決められている。 幹事は、 各国の意見   

欧州産業が研究開発段階から 標準化を図り、 その成果 利害を調整することによって 国際規格作成に 貢献するが、 

の 迅速な国際標準化を 図ることを支援するため、 欧州委 同時に自国の 利害・意見を 国際規格に反映させやすい 立 

員会はフレームワーク・プロバラム、 ユ ー シカ・プロバ 場に立つ。 したがって、 幹事国業務の 引受数は、 各国の 

ラム等の国際共同研究開発制度を 活用している。 同制度 貢献度を示すバロメータ 一であ るとともに、 各国の影響 

においては、 欧州委員会及び 加盟国政府からの 資金援助 力を示すバロメータ 一でもあ る。 1 9 9 9 年 1 月時点で、 

により、 欧州企業は情報通信分野などの 重要な産業分野 I SO/IEC には総数で約 1 0 0 0 の TC ( 専門委員 

で 共同研究開発を 行い、 迅速な標準化を 進め、 欧州標準 会 ) と SC (TC の下部に設置される 分科委員会 ) があ 

を国際標準とするべく 努めている。 るが、 我が国の幹事国引受け 数は 4 2 にとどまっている。 

(2) 米国 : チ ジュール標準への 取組強化 これは、 アメリカ (1 6 8) 、 ドイツ (1 6 2) 、 イギリ 

米国は、 自国市場規模が 大きく、 かつ「市場メカニズ ス (1 4 0) 、 フランス (1 1 1) といった諸国の 三分の 

ム 」尊重の考え 方からも、 従来はデファクト 標準重視の 一以下であ り、 我が国の産業の 規模からみると 著しく 見 

傾向が強く、 デジュール標準策定への 対応は欧州に 比べ 劣りがする水準と 言わざるを得ない。 この結果、 例えば 

遅れていたが、 近年は 1 S0/IEC における活動を 積 常任メンバーが 幹事国引受数により 決定される ISO の 

極化する傾向にあ る (OfficeofTec ㎞ 01o 細 Assessment,  技術管理評議会 (TMBH において我が 国には常任メンバ 

1992)o 一の資格が無く、 I SO の運営決定に 対して影響力が 殺 

このため、 米国は、 欧州に比べ出遅れていた I SO/  がれる結果となっている。 

IEC での国際標準化活動を 強化し、 幹事国引受け 数 、 (3) 産業界におけるデファクトの 重視 

国際規格提案数を 急増させている (I SO における幹事 我が国企業においては、 マーケットシェア 獲得に直結 

国引き受け数は 、 8 (N 午時点 7 6 で仏、 独、 英についで するデファクト 標準に対する 取組に比べ、 デジュール 標 

4 位から、 9 Q 年には 1 3 5 まで増やし、 独についで 2  準に対する取組が 総じて劣位に 置かれてきた。 また、 我 

位 。 I SO と IEC を合計すると 1 6 8 と 1 位になって が国の国際標準化活動は、 その多くを大学教授等の 企業 

いる ) 。 特に、 幹事国業務を ITS(ISO/TC2 04) 、 外のボランティアに 依存していることも 他国に比して 顕 

臨床検査システム (ISO/TC2 1 2¥ 、 通信とシステ 著 な特色となっている。 一方、 欧米企業には「規格に 投 

ム間の情報交換 (JTC I/SC6) 等の重要分野にお 資することは 利益を生み出す」という 基本的な認識があ 

い て新たに引き 受けている。 このため、 米国標準協会に るよう に見受けられ、 1 S0/IEC 活動にも積極的に 
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取り組んできている。 既存産業の高付加価値ィ ヒ といった観点から、 国際標準化 

また、 我が国企業においては、 同一人が長期間にねた 活動の重点分野を 選定し戦略的に 対応していく 必要があ 

り 国際標準化活動に 専従できるような 人事システムが 整 る 。 重点化分野としては、 「環境・消費者安全の 観点から 

っておらず、 加えて企業内において 国際標準化活動に 対 国際標準化すべき 分野 ( リサイクル、 製品安全など ) 」、 

する評価も十分でないことから、 標準化に係る 専門家が 「新技術・新規システムに 対応した国際標準化が 必要と 

育成されにくい 環境にあ ることも指摘される。 される分野 (ITS : 高度総合交通システム、 次世代 携 

さらに、 我が国の意見・ 利害を国際規格策定に 反映さ 帯電話、 電子商取引など ) 」、 「標準が競合状態にあ る分野 

せていくには、 国内関係者の 意見を調整し 取りまとめる ( 溶接技術、 ポノ ラ 二 圧力容器など ) 」が考えられる ( 日 

場 とともに、 国際標準化活動に 必要な費用を 調達する仕 本工業標準調査会、 1997) 

組 が必要であ る。 しかしながら、 多くの産業分野におい ) 。 

ては標準化活動を 推進する体制が 十分に整備されていな ②計画的な国際標準化への 推進 

いことから、 意見の集約や 資金の手当に 支障が生じてい 重点分野を策定した 上で、 官民が共同して 国際標準化 

る 。 活動の重点分野毎に、 国際標準化活動の 目的、 我が国 標 

9 9 年 2 月に調査した 有力欧米企業の 標準化への取り 準の国際標準化等に 向けた方策などを 内容とする「国際 

組み状況は、 下表の通りであ る。 このうちいく っ かの会 標準化の推進のための 計画」を策定し、 個別分野での 戦 

社 においては、 標準活動に貢献した 社員の表彰制度、 標 略 的な国際標準化への 取組を推進すべきであ る。 当該 計 

準 活動のための 研修制度を有している。 回 により、 政府は技術開発予算などの 支援措置を重点的 

に投入し、 我が国産業界の 国際標準化活動を 効果的に支 

4.  我が国の国標柱 準 化活動の在り 方 接 することが可能となるものと 考えられる。 具体的に 

我が国の国際標準化活動については、 工業技術院を 事 は、 各年度における 国際標準化推進計画を、 政府が国際 

務 局とする日本工業標準調査会が 対応してきており、 個 部会において、 産業界の協力を 得て策定することとし、 

利分野毎に産業界等から 構成される委員会を 設置し、 利 計画の着実な 推進を図るためフォローアップも 国際部会 

書 関係を調整した 上で対応してきた。 しかしながら、 国 において行うものとする。 これにより、 官民連携の下、 

際 標準化活動は 基本的に企業活動の 一環であ り、 これを 国際標準 ィヒ に向けた戦略的対応が 根付くことが 期待され 

主体的に担うのは 産業界等民間の 側であ るという基本認 る。 

識 がまず確立されるべきであ る ( 日本規格協会、 1997)0  ③政府横断的な 対応 

一方、 政府の役割としては、 日本工業標準調査会の 事務 I SO/IEC に対しては、 我が国から国際規格提案 

局 として産業界等民間の 国際標準化活動が 円滑に進めら を円滑化するための 環境整備を図ることが 必要であ る。 

れるよう、 国際標準化活動の 全体像を明らかにし、 その I SO/IEC 運営の基本方針は、 総会、 理事会、 技術 

基本的方向を 整理していくとともに、 産業政策・技術政 管理評議会 (TMB) 等において決定されているが、 政 

策の観点からの 技術開発・重点課題の 整理調整、 国際 規 府 が中心となって 広範な産業界や 消費者等関係者の 意 

格 提案能力強化のための 環境整備、 WTO 、 I SO/I  見 ・利害をまとめ、 官民協力してその 反映を図るべきで 

EC 、 APEC 、 二国間等における 政府間の課題への 対 あ る。 

処と 国際的連携の 強化、 国際的基準認証フレームワーク また、 I TS 、 電子商取引など、 技術が経済・ 社会 

への対応など、 産業界等民間の 国際標準化活動推進の 基 の広範な分野に 及び、 産業・国民生活に 重大な影響を 及 

盤 整備となろう。 ぼす標準化分野については、 政府内部において 関係部局 

①重点分野の 策定 間で十分な連携を 図り、 省庁横断的な 取組によって 我が 

国際標準化活動の 対象分野は広範多岐に 及ぶが、 我が 国の国際標準化活動を 支援する体制の 構築整備に務める 

国が投入可能な 人的・資金的資源には 自ずと限界が 存在 とともに、 I SO 、 IEC 、 ITU ( 国際電気通信連合 ) 

する。 このため、 我が国として 人的・資金的資源の 確保 等 国際標準化機関への 対応について、 政府部内での 相互 

に 努めるとともに、 こうした制約千において 効率的な国 連絡調整を緊密なものとすべきであ る。 

際 標準化活動を 推進していくためには、 新規産業の創出、 ④個別企業における 体制の整備 
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国際規格策定は 単なる技術的情報の 交換ではなく、 異 

なる利害・意見をまとめていく 交渉のプロセスであ り、 

このため国際標準化活動は 人材に依存する 面が大きい。 

また、 企業内の人材を 国際標準化活動に 投入することは 

直接間接に企業に 資金的な負担を 求めることになる。 

我が国企業は、 分野による践行住はあ るものの、 デフ 

ァクト標準については 目に見える形で 企業の利益に 直結 

するため人材や 資金を投入するが、 I SO/IEC 等に 

おける国際標準化活動には、 必ずしも十分な 人的・資金 

的な対応をしてこなかった。 企業内における 国際標準化 

活動に対する 評価も総じて 十分ではなく、 そのことが国 

際標準化活動を 担う人々の意欲を 阻喪させる面があ った 

ことも否定できない。 

企業は、 デジュール標準の 重要性をも十分に 認識し、 

国際標準化活動の 場で活躍できる 専門家の育成に 努める 

べきであ る。 そのためには、 同一人が長期間継続的に 国 

際 標準化活動に 従事できる人事システムを 採り入れると 

ともに、 国際標準化活動に 携わる専門家に 対する企業内 

の評価を高め、 処遇の向上等を 進めていくことが 必要で 

あ ると考えられる。 

⑥業界における 体制整備 

I SO/TEC において幹事国業務を 積極的に引き 受 

けるとともに、 コメント提出型の 受け身の対応から 積極 

的な規格提案型への 転換を図るためには、 個別企業の参 

画と貢献を双提として 業界単位で国際標準化活動に 取り 

組む必要があ る。 そのためには、 当該業界の国際標準化 

活動の中核として、 我が国関係者の 意見・利害等を 取り 

まとめ国際規格策定に 一元的に対応する 恒常的組織が 必 

要であ る。 

この業界組織が 有効に機能するには、 各企業が組織運 

営に恒常的に 参加し、 活動に要する 資金を提供するなど 

0 丁支えしていくことが 不可欠となる。 

⑦日本規格協会の 機能の強化 

我が国の国際標準化活動を 強化するに当たって、 産業 

界等民間の国際標準化活動を 補完し支援する 機関として、 

また政府と民間との 間の円滑な連携を 促進する機関とし 

て、 日本規格協会の 役割は今後一層重要になると 考えら 

れる。 このため、 今後同協会の 国際標準化活動に 係る機 

能の強化を図る 必要があ る。 また、 産業界が迅速に 規格 

実な J I S 化し、 更には国際規格提案できるよう、 J I 

S の策定プロセスの 迅速化・弾力化を 進めるべきであ る。 

具体的には、 専門委員会・ 部会・標準会議の 3 段階から 
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弊政策の十分な 調整が図られる 必要があ る。 る 。 また、 アジア太平洋諸国と 共同で国際規格 案 を作 

成するための 調査事業 (9 9 年度予算 : t 億円 ) 及び 

5.  「 国瞭 標準倍増計画」の 提案 日本人専門家のアジア 諸国への派遣，研修事業を 拡大 

上記のような 問題点を克服するために、 我々は、 有志 するとともに、 アジア太平洋諸国の 国際規格担当者が 

で 集まり、 200 5 年までに、 ① ISO/IEC におけ 国際会議に参加するよ う 促進する国際協力制度「アジ 

る我が国の幹事国引受数の 倍増 (42 づ 80) 、 ②国際 規 ア太平洋地域標準化体制整備委託費 ( 仮称 ) 」の整備を 

格 提案数の倍増 (3 0 ト 約 6 0) 、 ③我が国における 標準 検討する。 

関連国際会議開催数の 大幅な増加、 ④標準関連国際会議 (4) 標準関連国際会議への 我が国参加者を 大幅に増加 

への我が国参加者を 大幅に増加する、 を柱とする「国際 特に欧州で開催される 国際会議への 我が国からの 参加 

標準倍増計画」を 検討している。 この倍増計画は、 数値 者に対して、 日本規格協会を 通じた研修を 行 う ととも 

的な目標のみならず、 国際標準化の 重点分野の策定、 ア に 、 出席の費用を 補助する。 これにより我が 国企業が 

クションプランを 明確にした計画的な 国際標準への 取り 地理的な面から 負っている負担の 軽減を図り、 国際会 

組み、 科学技術基本計画などと 連携した政府全体の 取り 議への参加者を 大幅に増加させ、 国際会議における 発 

組みの促進を 図ることとする。 言力を強化する。 

このような具体的な 目標を有する 戦略策定の考えは、 

現在、 産業界でも議論を 開始しており、 9 9 年 3 月から 参考文献 

検討を行っている「産業競争力会議」においても 議論が [1] 産業技術審議会、 第 37 回答申、 19990 

行われることを 期待している。 [2] 柴田 高、 フ オーマット技術における 競争優位性の 確立、 

(1) ISO/IEC における我が 国の幹事国引受数の 倍 テクノマーケティンバ 戦略、 143-148 、 19960 

増 (42@>8 0) [31 日本工業標準調査会、 我が国の国際標準のあ り方、 1997 。 

ISO/IEC の TC/SC  0 専門委員会，分科委員 [4] 日本規格協会、 平成 9 年度 JIS の国際整合化依託調査 所 

会 ) 総数 9 4 8 のうち (1 9 9 9 年 1 月時点、 ) のうち、 究成果報告書、 1 998. 

我が国が幹事国を 引き受けているものは 42 と全体の [5U 日本貿易振興会、 欧州における 標準政策、 JETRO 技術 

4% 程度であ り、 これを 8 0 (8%) までに増加させ 情報、 1998 。 

る。 このため、 日本規格協会、 業界団体の活動に 対す [6U 日本貿易振興会、 米国における 標準政策、 JETRO 技術 

る 支援の強化を 図る。 情報、 19990 

(2) 国際規格提案数の 倍増 (30 サ 約 6 0) [7] 藤田昌宏、 河原雄三、 国際標準が日本を 包囲する、 日本 

1 9 9 8 年実績で我が 国の新規国際規格提案数は 3 0  経済新聞社、 1998. 

件であ り、 I SO/IEC における年間新規規格提案 [8] 通商産業省、 通商白書、 1999   

数 03% 程度であ り、 これの倍増を 図る。 このため、 [9] 山田英夫、 規格競争における 後発逆転の戦略、 研究・技術 

国際標準を念頭においた 研究開発の拡充を 図る。 現在、 計画学会第 1 3 回年次学術大会講演要旨 集 、 1998 。 

通商産業省においては、 新規産業支援型国際標準開発 fl0l AbegI 。 n 。 J. C                 Consulting；roup                           

事業 (9 9 年度予算 : 1 0 億円、 9 7 年度創設 ) 、 国際                       皿 ，                     1977   

標準創成国際共同研究助成事業 (9 9 年度予算 : 0 5  [1l]  Am 。 ， i 。 、 n                    Standard                           Amleni 。 "" 

億円、 9 8 年度創設 ) により、 国際規格の提案を 図る                       Europeanヾtandardization‾rocess ， "・   

ための研究開発を 進めている。 [12] Office of Technology Assessment ， U ， S ・ Congress   

(3) 我が国における 標準関連国際会議開催数の 大幅な増 "Gl 。 b"lStand 、 ， d,:BuiIding  Bl 。 。 ks № rthe               1992   

加   [13] Westney ， E ，， and S ・ Ghoshal ， "The                               

I  S  O  /  I  E  C  の会議は、 欧州で開催されるものが 多 Theory  and  the  Mu 血 national  Co や oration."Macm Ⅲ an   

く 、 非欧州、 特にアジア諸国の 参加が困難な 状況にあ 1993   

る。 この状況を打開するため、 アジアに近い 我が国に 

おいて会議を 開催することを 推進する制度の 拡充を図 
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